国際民事訴訟法(高橋宏司担当)　2006年度期末試験
次の問一、問二双方に答えよ。

一.  ドイツに長年居住し続けている日本人Yは、X出版社(日本法人) がYを殺人犯と名指しする記事を日本で編集し、それを掲載した雑誌をドイツにおいて販売し、それが同国の日系人社会で読まれたことによって、みずからの名誉が害されたと主張し、Xに対し、名誉毀損による損害賠償請求訴訟をドイツで提起した。これに対抗し、Xは、日本でYに対して、損害賠償債務の不存在確認訴訟を提起した。Yは、日本に国際裁判管轄権がないことおよび、ドイツ訴訟との訴訟競合を理由として、訴えの却下を申し立てた。この間、ドイツ裁判所は、みずからの管轄権を肯定し、本案審理を始めた。以下の独立した小問に答えよ。

(1)　Yの訴え却下の申立てに理由があるか論ぜよ。(40点)
(2)　その後、日本の裁判所は管轄を肯定し、本案でX勝訴の判決を下した。他方、ドイツ裁判所は、Xに損害賠償を命じる判決を出した。そこで、Yは、ドイツ判決の執行を求めて、執行判決請求訴訟を日本で提起した。Yの請求が認められるか論ぜよ。(10点)
二.  船舶の修理を業とするX(A国法人)は、漁業を業とするY(B国法人)と、Yの所有する船舶(以下「当該船舶」という)を修理する請負契約を結び、B国で修理を完了した。契約上、請負代金の支払地はA国となっていた。Xは、未払いになっている請負代金債権を被保全債権とし、当該船舶について、日本で仮差押命令を申し立てた。以下の独立した各場合について、Xの申し立てた仮差押命令について、日本に国際裁判管轄権があるかを論ぜよ。

(1) Xは、本件請負代金の支払いを求めて日本で提訴したが、Yは応訴していない。Yは日本には営業所や事務所を有していない。当該船舶は、請負代金額に見合う以上の価値を有しているが、Yは他の財産を日本に有していない。当該船舶は、神戸港に停泊中であって、まだ出航準備を完了しておらず、当分の間は出航の予定もない。(15点)
(2) XとYは、本件請負契約の際、右契約に関連する紛争について、A国裁判所を専属管轄裁判所とする旨を合意していた。しかし、Xは、本件請負代金の支払いを求めて日本で提訴し、Yは異議なく応訴した。Yの唯一の資産である当該船舶は、現在、公海上を神戸港に向かって航行中である。神戸港では短期間に積荷の陸揚げを終了し、海外へ出港する予定であり、その後いつ日本に寄港するか明らかでない。(15点)

(3) XとYは、本件請負契約の際、右契約に関連する紛争について、A国裁判所を専属管轄裁判所とする旨を合意しており、Xは、本件請負代金の支払いを求めてA国で提訴した。A国裁判所は管轄権を肯定し、本案審理を始めた。Yの唯一の資産である当該船舶は、B国と日本との間での漁獲物の輸送等に用いられており、A国に寄港することはない。当該船舶は、現在、神戸港に停泊中であり、まだ出航準備を完了しておらず、当分の間は出航の予定もない。(20点)
